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標題 旦過（たんが）地区における立体換地制度の活用について 

氏名（所属） 吉武 健三（北九州市建設局 河川部 神嶽川旦過地区整備室） 

１ はじめに 

近年、全国的な人口減少・高齢化を背景として、コンパクトなまちづくりの必要性が高まってきて

いる。 

また、これらのコンパクト化を進めるうえで、都市の中心市街地における小規模な街区の解消や防

災上危険な密集市街地の改善に加えて、集中豪雨による浸水被害の解消など、地区が抱える課題を横

断的に解決していく必要がある。 

これらの状況を踏まえて、本稿では、旦過地区に隣接する二級河川神嶽川（かんたけがわ）の改修

と一体となって実施する、立体換地制度を活用した土地区画整理事業の検討について述べていく。 

 

２ 旦過地区の概要 

 本地区は北九州市の小倉都心部に位置し、中でも旦過市場は市民の台所として長年親しまれてお

り、本市の重要な商業拠点の一つとなっている。 

この旦過市場は大正時代のはじめに、隣接する二級河川神嶽川を上る船から荷揚げして商売を始め

たことから市場が形成されたと言われており、戦時中は強制撤去された時期もあったが、戦後すぐに

生鮮食品を扱う市場として再開された。 

現在では、「野菜」「果物」「鮮魚」「食肉」「総菜・漬物」「飲食」など、100 を超える店舗が営業し

ており、地元の日常の買い物客に加え、昭和レトロな雰囲気も相まって観光客も増え、賑わいを見せ

ている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 旦過地区の位置図 

【旦過市場の賑わい】 

施行区域 
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しかしながら、旦過市場の建物の一部が神嶽川に張り出しており、河川が未改修で、平成２１年、

２２年と２年連続で大雨による浸水被害が発生した。また、市場内は木造建築物が密集し、老朽化が

著しいことから、治水対策と併せて、早急な防災対策が必要となっている。 

 

 

 

 

 

 

図２ 旦過地区の現状 

３ 河川改修と市場再整備 

 神嶽川の治水安全度向上のためには、川幅の拡幅等が必要となるが、仮に河川改修のみを実施した

場合、市場のメイン通りを失い店舗の大半が消失することから、市場機能の維持が困難となる。 

旦過市場をこれまでと同様、活気ある市場として未来に引き継いでいくためには、神嶽川の河川改

修とあわせた市場の再整備が必要不可欠となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 河川改修の影響 

４ まちづくり基本計画の策定 

浸水被害を契機に、平成２４年度から地元関

係者を中心とした検討組織が設立され、夜間を

中心に河川改修と一体となった市場再整備の

検討を開始し、平成２８年６月には「旦過地区

まちづくり基本計画」（以下「基本計画」）が策

定された。 

この基本計画では、工事期間中の仮設営業期

間をできるだけ短くするため、地区内を５つの

ステップに分けて順次整備を進める地区内ロー     図４ 事業化に向けた検討組織 

リング計画案や、新たに整備するメインの建物 

は身の丈にあった規模（１・２階店舗、３・４階駐車場）とすることなどが盛り込まれた。 

また、基本計画について関係者へ意向調査を行い、個別のニーズを把握するとともに、地元関係者

が主体となった新たな組織を立ち上げ、ハード・ソフトの両面から事業化に向けた検討を進めた。 
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５ 事業化に向けた検討 

再整備後の土地の所有意向について個別調査を行った結果、「再整備用地として共同所有」や、「個

別所有」、「売却」に分かれたことから、意向に応じた土地の集約・再配置を行うため、土地区画整理

事業による事業化の検討を進めた。 

また、河川の拡幅により市場の商業面積が減少することから、再整備後の商業面積を確保するため、

地区内の一部で立体換地制度の活用を検討することとした。 

事業化に向けた検討を進めて行く中で、当初

は地元主体の組合施行を目指していたが、立体 

換地制度は全国的にも例が少なく、国や関係機

関との緊密な連携が必要なことや、神嶽川の治

水対策と一体的な事業推進が必要であることか

ら、地元との役割分担と協力体制のもと、市が

施行主体となって事業化を図ることとし、確実

な事業推進のため、令和元年１０月には、関係

者を網羅する地元４団体と役割分担を明文化し

た「まちづくり協力協定」の締結を行った。 

図５ まちづくり協力協定      

６ 土地区画整理事業の事業計画（案） 

 

図６ 事業概要 
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（１）事業計画全般について 

本事業の施行区域は、隣接する二級河川神嶽川

の改修を急ぐ必要があることから、河川改修の影

響範囲に加え、市場として存続できる最小の範囲

としたうえで、面積約 0.6haとした。 

主な公共施設として道路（現在の市場のアーケ

ード通り）は河川改修計画を踏まえ、現在よりも東

側の位置に幅員４ｍの特殊道路として整備し、河

川沿いには、河川管理用通路となる４ｍの特殊道

路を整備する。この河川管理用通路の整備にかか

る用地・補償費については、公共管理者負担金を設

定し、本事業の期間としては、令和２年度中に事業

認可を取得後事業着手とし、令和９年度の事業完

了（清算期間を除く）を予定している。 

（２）立体換地建築物について 

 立体換地建築物の規模は、基本計画を基に設定

しており、１・２階を商業床として、１階に現在の

市場機能を配置し、２階には新たな魅力となる機

能を配置することとしており、また、市場利用者の

利便性向上のため３・４階には駐車場（約 100台）を整備する予定としている。 

（３）保留地の設定について 

本地区では、河川拡幅に伴い施行後の公共用地が増加することから、地区全体を平面換地で実施し

た場合減価地区となるが、立体換地を活用することで、施行後の宅地価額に立体換地床部分の価額が

含まれる（土地区画整理法９６条第２項）ことから、保留地の設定が可能（平成２８年に「立体換地

活用マニュアル」が策定され、保留地の設定が明文化された）となる。 

本地区での保留地は、主に立体換地建築物敷地に設定し、立体換地保留床を設け、従前の商業機能

を維持するための付保留床のほか、新たな魅力を創出するための駐車場や商業床として活用すること

を想定している。 

７ おわりに 

 今回、立体換地制度を活用することで、本地区の課題である河川改修に必要な用地の確保と、従前

と同等以上の商業面積を確保することができ、市場関係者の合意形成が大きく前進した。 

一方、市場機能の再生については、地元関係者が主体となって進めていくこととなるが、工事期間

中の集客対策や、新しい市場の管理運営体制構築の検討など、事業実施に必要となる検討課題も多く

残っている。 

これらの課題解決を円滑に進めていくため、地元関係者と市で締結した「まちづくり協力協定」に

基づき、今後も、より一層地元関係者と連携しながら、市場再整備と河川改修の早期実現に向けて鋭

意取り組んでいく。 

【事業概要（令和２年８月時点）】 

施 行 者 北九州市 

施 行 面 積 約０．６ｈａ 

施 行 期 間 令和２年度～令和９年度（予定） 

事 業 費 約３４億円 

減 歩 率 公 共：約２１％ 

保留地：約２２％ 

経 過 令和元年９月 公共事業評価 

令和２年３月 都市計画決定 

【立体換地建築物概要】 

用 途 商業、駐車場 

延 床 面 積 約８，３００㎡ 

構 造 鉄骨造地上４階建 

 １・２階 商業施設 

 ３・４階 駐車場（約 100台） 

事業タイプ 防火地域・高度地区型 

（土地区画整理法９３条２項） 

図７ 事業概要 

 


